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1. 補助対象経費

今回の事業では、以下を補助対象経費とします。

・ 公募要領 P5～P7
・ 1.5 補助対象経費 を必ずご確認ください！!
・ 補助対象外経費は、申請されても支払対象となりません。

建物費 補助事業のために使用される事務所、生産施設、加工施設、販売施設、検査施設、共同作業場、
倉庫など建物の建設・改修に要する経費 など

機械装置・
システム構築費

補助事業のために使用される機械装置、工具・器具や専用ソフトウェア・情報システム等の購入・構
築、借用に要する経費 など

技術導入費 本事業遂行のために必要な知的財産権等の導入に要する経費 など

運搬費 運搬料、宅配便・郵送料等に要する経費 など

広告宣伝・
販売促進費

本事業で開発又は提供する製品・サービスに係る広告の作成及び媒体掲載、展示会出展、セミナー
開催、市場調査、営業代行利用、マーケティングツール活用等に係る経費 など

研修費 本事業の遂行のために必要な教育訓練や講座受講等に係る経費 など

委託費 本事業を行うために必要と認められる、上記に含まれない委託費

https://3.bp.blogspot.com/-N2OBmlrmp6I/UnyHSqHeW3I/AAAAAAAAahc/1XbLO4ZbaQg/s800/cooking_chef.png
https://1.bp.blogspot.com/-brB4Ju7uJ60/VHPgNpHuCXI/AAAAAAAApQA/OYSeVOfBv_s/s800/robot_house.png
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（公募要領） 事業において認められる経費

1.5. 補助対象経費

1.5 補助対象経費 を必ずご確認ください！!
補助対象外経費は、報告されても支払対象となりません。

事業において認められる経費
公募要領 P5～P7 を参照のこと
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（公募要領） 補助対象とならない経費

1.5 補助対象経費 を必ずご確認ください！!
補助対象外経費は、報告されても支払対象となりません。

補助対象とならない経費
公募要領 P8 を参照のこと



4©2023 JMA Consultants Inc.

2. 実施結果報告の流れ
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修正・過不足の
資料準備

紙郵送

マイページ

JMACが完了検査に
訪問する日程の調整

マイページ

この書類提出から始まります。
・ 実施結果報告書
・ 支払経費一覧
・ 財産管理台帳
・ 証憑整理

➁用紙での提出
発送履歴が追えるもの

①PDFでの提出（令和6年2月１5日まで）

提出書類確認
・過不足確認
・整合確認
・修正提出依頼

支払証憑チェック

完了検査訪問
郵送または
メールで提出

モデル動画撮影

不足証憑
修正連絡

報告書類のチェックが完了

最終確認

補助金支払い

補助金支払手続き

農林水産省 報告

※同じものを提出する

・額確定通知を発行

・JMACから補助金を振込
令和6年3月31日を予定
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3. 提出資料

(別記様式第1号)
交付申請書 or
(別記様式第3号)
変更等承認申請書

(JMAC指定様式)
経費内訳書

(JMAC指定様式)
支払経費一覧

事業計画 実績報告

(別記様式第6号)
実施結果報告書

(別記様式第8号)
財産管理台帳

★証憑チェックのポイント
・各証憑に、日付、社名、捺印、金額、数量、
単価など、必要情報は記載されているか
・時系列で揃っているか
見積日、契約日、納品日、請求日、支払日が
逆転していないか（請求日より支払日が早い等）

交付申請書のあとに、変更等承認申請が提出さ
れていれば、そちらの計画で報告してください。 作成ポイント③

・各支払ごとに揃っている
証憑をチェックする

作成ポイント①
・事業の実施、支払実績
どおりに記載する

別記様式第８号（第 12の５関係） 

 

財  産  管  理  台  帳 

 

株式会社日本能率協会コンサルティング 

代表取締役社長 小澤 勇夫 行 

事業実施主体  住  所 

                                       名  称 

                                       代表者名 

事業実施年度 令和４年度補正 外食産業事業継続緊急支援対策事業 

細目 財産名 
型式、 

規格等 

施工場所 

又  は 

設置場所 

数量 単価 金額 
取得年月

日 

耐用 

年数 

処分制限 

年月日 
摘要 

           

           

           

           

合 計 
          

 

（注）１ 処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。 

   ２ 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。 

   ３ 摘要欄には、譲渡先、交換先、貸し付け先及び抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。 

   ４ この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。 

作成ポイント④
・単価50万円以上の資産、
備品等の資産を全て記載する

令和4年度補正　外食産業 事業継続緊急支援対策事業

支払経費一覧表（JMAC様式）

費目区分 他

証憑コード A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T U V W X Y

捺印必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須

No 細目
内容（内容、型番など）
※受領した請求書項目とあわせてください。

支払先
支払日
（予定日）

金額
（税込）

金額
（税抜）

見
積
書

相
見
積
り

申
立
書

選
定
理
由
書

契
約
書
・
注
文
書
・
発
注
書

の
う
ち
い
ず
れ
か

請
求
書

(

納
品
明
細
が
わ
か
る
こ
と

）

領
収
書
　
ま
た
は

振
込
記
録

工
事
注
文
書

工
事
請
負
契
約
書

施
工
前
　
図
面

施
工
前
　
写
真

施
工
後
　
図
面

施
工
後
　
写
真

検
収
書
　
ま
た
は

工
事
完
了
検
査
済
証

機
械
装
置
　
設
置
前
・
後
写
真

導
入
さ
れ
た

シ
ス
テ
ム
の
入
力
画
面

購
入
物
品
の
写
真

技
術
導
入
の
説
明
資
料

技
術
導
入
の
証
明
資
料

広
告
宣
伝
配
布
資
料
　
等

構
築
W
E
B
サ
イ
ト
印
刷

（
要
ア
ド
レ
ス
記
載

）

研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム

テ
キ
ス
ト
サ
ン
プ
ル

参
加
証
ま
た
は
受
講
票

そ
の
他

（
専
門
家
の
指
導
日

一
覧
・
議
事
録
・
交
通
経
費
等

）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

0 0合計

機械装置・
システム構築費

のみ

広告宣伝・
販売促進費
のみ

事業者No No.●●

事業者名 株式会社　能率食品

全費目共通 建物費のみ
技術導入費
のみ

研修費
のみ

備
考

作成ポイント➁
・補助対象の支払に関する
ものを記載する
・税込み、税抜きの両方の
金額を記載

行為 (1)建物費

(2)機械装置、システム構築費
(4)運搬費
(5)広告宣伝・販売促進費
(7)委託費

(3)技術導入費
(6)研修費

H　工事注文書

I　工事請負契約書

J　施行前　図面 O　機械装置　設置前・後写真 R　技術導入の説明資料

K　施行前　写真 P　導入されたシステムの入力画面 S　技術導入の証明資料

L　施行後　図面 Q　購入物品の写真 V　研修プログラム

M　施行後　写真 T　広告宣伝配布資料　等 W　テキストサンプル

U　構築WEBサイト印刷（要アドレス記載） X　参加証または受講票

検収 N　検収書または工事完了検査済証 X　参加証または受講票

他 Y　その他（専門家の指導日一覧・議事録・交通経費等）

見積選定

A　見積書（全費目共通）

B　相見積り（全費目共通）

C　申立書（全費目共通）

D　選定理由書（全費目共通）

実施証明

F　請求書(納品明細がわかること）　（全費目共通）

契約合意
・
発注

E　契約書・注文書・発注書のうちいずれか（全費目共通）

G　領収書　または　振込記録（全費目共通）
請求支払
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3. 提出資料

以下資料を作成のうえ、提出してください。

①(別記様式第6号) 実施結果報告書
⇒今回の事業の実施内容、成果、経費等の報告内容を整理・記載してください。

➁実施結果報告 補足資料
⇒①で記載しきれなかった実施内容の詳細情報について、パワーポイントやワード等で整理し、提出してください。

③(JMAC指定様式) 支払経費一覧
⇒すべての補助対象経費の支払に関する経費一覧を記載し、証憑のチェックをしてください。
⇒チェック欄には通し番号をふり、④で提出する証憑に同じ番号を記載してください。

④取引に関して提出が必要な証憑類
⇒③に記載した、取引を証明する調達先との書類一式のコピーを添付してください。
必ず時系列に並べて提出してください。
用紙が小さい場合は、複数の証憑を1枚にまとめ、コピーしてください。

⑤(別記様式第8号) 財産管理台帳
⇒単価50万円以上の資産、備品等の資産について、台帳に記載し提出してください。

⑥(JMAC指定様式) 振込先口座情報連絡書
⇒補助金をお支払いするための口座情報を正しく記載し、提出してください。

⑦(別記様式第7号) 消費税仕入控除税額報告書
⇒ 令和7年（2025年）4-5月頃に提出を依頼しますので、今回の提出は不要です。
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別記様式第６号（第８の１関係） 

 

令和４年度補正 外食産業事業継続緊急支援対策事業補助金 

実施結果報告書 

 

番      号 

令和 6年 2月 15日 

  株式会社日本能率協会コンサルティング 代表取締役社長  

 

                                              所 在 地  東京都◯◯区□町△△3丁目 1番１号 

                                              団 体 名  有限会社 ◯△□ 

                                              代表者氏名 一二三 ××× 

 

 

令和 5年 7月 11日付けをもって補助金の交付決定通知のあった事業について、交付決定通知の内容に

従い実施したので、令和４年度補正 外食産業事業継続緊急支援対策事業実施規程第８の１の規定により、

その実施結果を報告する。 

また、併せて精算額として外食産業事業継続緊急支援対策事業補助金 4,985,000円の交付を請求 

する。 

 

記 

 

  １ 事業の目的 

      〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

  ２ 事業の内容及び実績 

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 

  ３ 経費の配分及び負担区分 

区    

分 

費  

目 
細  目 

補助事業に 

要する経費 

（Ａ＋Ｂ） 

負 担 区 分 備  考 

国庫補助金 

（Ａ） 

その他 

（Ｂ） 

 

事業成長 

支援事業 

 

事業費 

 

 

 

 

 

 

委託費 

 

建物費 

機械装置・システム構築費 

技術導入費 

運搬費 

広告宣伝・販売促進費 

研修費 

 

委託費 

円 

5,350,000 

5,600,000 

0 

0 

160,000 

80,000 

 

10,000 

円 

2,150,000 

2,700,000 

0 

0 

80,000 

40,000 

 

5,000 

円 

3,200,000 

2,900,000 

0 

0 

80,000 

40,000 

 

5,000 

 

除税額 

除税額 

除税額 

除税額 

除税額 

除税額 

除税額 

除税額 

合  計   11,200,000 4,975,000 6,225,000 除税額 

 

 

一
二
三 

3-① .実施結果報告書

1

2

3

4

5

今回の事業の実施内容、成果、経費等の報告
について記載してください。

事業実施者は、事業完了の日から起算して１ヶ月を
経過した日又は令和6年（2024年）２月15日の
いずれか早い日までに、別記様式第６号により実施
結果報告書を作成してください。
※書類不備による再提出等も想定されますので、
可能な限り早めにご提出ください。

①事業者名、住所、捺印

➁交付決定通知の日付

③交付申請金額（実績にもとづく補助金申請額）
※補助事業に要した経費（全額）ではなく、
国庫補助金の額を記載してください。（⑤表のA合計）

※必ず税抜きで記載、請求すること

④事業の内容
交付申請書と同様に記載（コピーペースト可）
※事業計画に変更があった部分を反映
※必ず、実績としての取り組み内容を記載してください。

⑤事業の支払経費の実績
※端数が出た場合は、必ずその他（自己負担）に加
※必ず税抜きで記載すること
※備考には、除税額と記載すること

（注）補助金は、消費税は対象外です。
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  ４ 事業の完了年月日      令和 6年 2月 15日 

 

 

  ５ 収支精算 

     (1)収入の部 

区    分 
本年度 

精算額 

本年度 

予算額 

比 較 増 減 
備考 

増 減 

 

１ 国庫補助金 

２ その他 

 

円 

4,975,000 

6,225,000 

 

円 

5,000,000 

5,000,000 

 

円 

0 

1,225,000 

 

円 

25,000 

0 

 

 

除税額 

除税額 

合    計 11,200,000 10,000,000 1,225,000 25,000 除税額 

 

     (2)支出の部 

細 目 
本年度 

精算額 

本年度 

予算額 

比 較 増 減 
備考 

増 減 

 

・建物費 

・機械装置・システム構築費 

・技術導入費 

・運搬費 

・外注費 

・広告宣伝・販売促進費 

・研修費 

・委託費 

円 

5,350,000 

5,600,000 

0 

0 

0 

160,000 

80,000 

10,000 

円 

4,300,000 

5,400,000 

0 

0 

0 

190,000 

100,000 

10,000 

円 

1,050,000 

200,000 

 

 

 

0 

0 

0 

円 

0 

0 

 

 

 

30,000 

20,000 

0 

 

除税額 

除税額 

除税額 

除税額 

除税額 

除税額 

除税額 

除税額 

合    計 11,200,000 10,000,000 1,250,000 50,000 除税額 

 

 

  ６ 添付書類 

 

 

（注）１ この実施結果報告書は、当該報告に係る補助金交付申請書ごとに作成すること。 

２ 添付書類については、支払経費ごとの内訳を記載した資料、帳簿等の写しを添付すること。 

３ 添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの

URLを記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 

3-① .実施結果報告書

7

事業完了日、経費実績について記載してください。

⑥事業の完了年月日
※実際の事業の完了日を記載

⑦国庫補助金とその他（自己負担）に分けて
収入を記載してください。
当初の事業計画予算と実際の経費増減の差が
あれば記載してください。
増減がない場合は、0と記載してください。
※必ず税抜きで記載すること
※備考には除税額と記載すること

⑧費目ごとの年度予算と実績について記載し
増減を計算してください。
当初の事業計画予算と実際の経費増減の差が
あれば記載してください。
増減がない場合は、0と記載してください。
※必ず税抜きで記載すること
※備考には除税額と記載すること

（注）補助金は、消費税は対象外です。

8

6
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３　経費の配分及び負担区分

補助事業に

要する経費

（Ａ＋Ｂ） 国庫補助金 その他

（Ａ） （Ｂ）

事業成長 円 円 円

支援事業 事業費 建物費 4,562,300 2,281,150.0 2,281,150.0 除税額

機械装置・システム構築費 5,820,137 2,910,068.5 2,910,068.5 除税額

技術導入費 除税額

運搬費 除税額

広告宣伝・販売促進費 1,200,633 600,316.5 600,316.5 除税額

研修費 除税額

委託費 委託費 752,049 376,024.5 376,024.5 除税額

合　　計 12,335,119 6,167,558 6,167,561 除税額

区
分

費　　目 細　　目

負　担　区　分 備　　考

3-① .実施結果報告書

各費目ごとの国庫補助金を計算する場合、全体の1/2で少数以下が出た場合は、切り捨てて
自己負担に1円を増額してください。
費目別に、少数以下を切り捨てるため、補助金は、全体合計額の1/2とならないことがあります。

消費税を除く半額。
少数以下切り捨て。
2,910,068と記載。

切り捨てた分の1円
を自己負担に加える。

必ずしも1/2にならないことがあります。

補助金申請額 自己負担額

事業にかかる全額

支払経費一覧
（税抜）と一致
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3-➁ .実施結果報告 補足資料

実施結果報告書に記載できなかった詳細の内容を記載し提出してください。
形式の指定はありませんので、パワーポイントやワード、画像等で整理し提出してください。

工事の完了や設備・備品、システム等の納入状況がわかるもの
事業実施後の取り組み状況の詳細がわかる説明資料や地図、画像(動画不可)など

・取り組み状況が詳しくわかる説明資料や参考資料

・建物や設備設置等の場所(地図)がわかる資料

・建築工事や機械設備等の設置に関するビフォア/アフターの図面や写真
※補助金の記載シールが見える写真
※設備やシステム等においては、設置し通電して稼働していることがわかる資料

・購入品、導入品、完成品の写真

・システム等の画面や制作したホームページキャプチャー画面

・作成したチラシや広告記事

・研修受講のプログラム、研修資料（サンプルを数枚）、参加証や受講票

・技術導入の内容、および導入したことがわかる書類 など

※地図や写真や画像には、
何を示すものなのか、説明
書きを必ず加えてください。
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3-➁ .実施結果報告 補足資料

実施結果報告書に記載できなかった詳細の内容を記載し提出してください。
形式の指定はありませんので、パワーポイントやワード、画像等で整理し提出してください。

業務委託や技術導入など専門家によるサービス提供等を受けた場合は、
以下のものを提出してください。

・指導計画書または提案書（どのような指導を行うか、あらかじめ定めたもの）

・指導日一覧（日時、場所、参加者）

・各回の議事録（指導内容）

・指導報告資料（指導内容の全体と成果をまとめたもの、専門家にて作成）

・検収書（指導内容について実施事業者が検収したもの）

・交通費の領収書、移動経路の検索結果（交通費が生じる場合のみ）
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3-➁ .実施結果報告 補足資料

専門家派遣の指導日一覧と議事録のイメージ
日付、時間、場所、参加者、専門家、移動経路、交通費を記載してください。

検討内容を記載

日時、場所

議題、参加者を記載

【指導日一覧のイメージ】

【議事録のイメージ】



13©2023 JMA Consultants Inc.

（注）交通経費精算に関する基準

交通経費は内容・金額・回数が妥当と確認された場合、以下に基づいて補助対象とします。

① 交通費は実費とする。

② 新幹線・特急列車について指定席は利用可とするが、グリーン席は不可とする。

③ 飛行機は普通席のみとし、プレミアムクラスやファーストクラスは利用不可とする。
国費利用のため可能な限り割引料金を利用とし、通常料金で利用の場合はその理由を
提出すること。
※理由によって必要性が低いとみなした場合は割引料金での支給とする。

④鉄道、バスは、経路探査結果をもって料金を証明、飛行機は氏名のはいった領収書と
搭乗証明を提出、鉄道の特急や新幹線、フェリーは、領収書を提出すること。

⑤ 車輛使用時のガソリン代は該当部分の領収書を提出すること。
※地図上に移動経路と移動距離が確認できるようにすることとする。

⑥ 宿泊費は実費とし、上限10,000 円（税込）とする。

※その他 日当や手当、茶菓子代や飲食費は対象となりません。

■交付決定時点で、計画（経費内訳書）・見積に含め申請した交通経費は実費請求となります。
計画・見積に含めていないものは、補助金対象とならないため、自己負担となります。
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(注)交通経費精算に必要な証憑

交通経費の請求については、以下の証憑を提出してください。

●経路探査結果のコピー
専門家の移動の経路、金額がわかるもの（インターネットの検索結果）

●領収書、搭乗証明書
航空券（領収書、および搭乗証明書のコピー ※どちらも必要です）
新幹線、特急、フェリー（領収書）
※普通鉄道、地下鉄、バスは領収書は不要です。経路探査結果のみ提出。
※季節料金等がありますので、検索の際は、実際の日付で調べてください。
※手書きの領収書の場合は、金額、宛名、日付が入ってることが必須です。

●経路の範囲
事業者の拠点～専門家の自宅または会社起点の交通費を原則とします。
専門家の前後の他の予定の都合上、自宅または会社起点以外に立ち寄った場合の交通経費
は補助対象となりませんので除外してください。
(例) 東京事務所 ⇒ 指導拠点(静岡) ⇒ 名古屋(他の用事) ⇒ 東京事務所

●タクシー利用
他の補助事業と同様、公共交通機関がなく、かつ最寄り駅から目的地までの距離が1.5km
以上の場合のみ経費対象とします。
申請する場合は、必ず始点と終点の経路と距離がわかる検索結果を提出してください。
※次ページのガソリン代の提出資料と同様

対象 対象外
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(注)交通経費精算に必要な証憑（自動車利用)

自動車での利用については、以下の証憑を提出してください。

●高速道路を利用した場合は、高速料金の領収書
ETCを利用した場合は、日付の入ったETCの利用料金明細書を提出のこと。
※事業に関係のないETC利用については、マスキングすること

●ガソリン代
移動距離部分のガソリン代の領収書の入手は困難なため、距離精算とします。
地図上で最短の移動経路を記載した資料を提出してください。
移動距離を調べ、1キロあたり27円で計算、記載し請求してください。(少数以下切り捨て)

35.9キロ×27円=969.3円 ⇒ 少数以下切り捨て 969円の請求。
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(注)交通経費精算に必要な証憑（消費税、宿泊費)

●宿泊費
宿泊費がかかった場合は、上限を10,000円(税込)で実費請求とします。
宿泊費の領収書を提出してください。

あきらかに指導時間が短時間で、当日の日帰りができると想定される場合は、宿泊費は
支給されません。

※宿泊税、入湯税は、対象外ですので除外してください。
※朝食、夕食等の食事代も対象外ですので除外して計算し、申請してください。

(注)専門家派遣以外の、他の費目については、交通費、宿泊費(滞在費)は補助対象外です。

●消費税の扱い
補助金では、消費税は対象外です。
交通費と宿泊費には、消費税が含まれています。
除外して計算し、申請してください。

※消費税は、小数点以下、切り捨てとなるため、税抜金額は、必ず、少数以下を切り上げること。
（例） 税抜金額 ＝ 税込金額 ÷ 1.1（10%）

交通費1,230円の支払 ⇒ 1,230÷1.1=1,118.2（税抜金額）
1,119   （税抜金額は少数以下を切り上げ）
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他
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積
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）

機械装置・
システム構築費

のみ

広告宣伝・
販売促進費
のみ

全費目共通 建物費のみ
技術導入費
のみ

研修費
のみ

費目区分 他

証憑コード A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T U V W X Y

捺印必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須

No 細目
内容（内容、型番など）
※受領した請求書項目とあわせてください。

支払先
支払日
（予定日）

金額
（税込）

金額
（税抜）
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積
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1

2

3

4

機械装置・
システム構築費

のみ

広告宣伝・
販売促進費
のみ

全費目共通 建物費のみ
技術導入費
のみ

研修費
のみ

備
考

3-③ .支払経費一覧（JMAC様式）

補助対象の支払いに関するすべての経費を、税込額、税抜額の両方で記載してください。
費目、内容（設備名称や型式、内容）、支払先、支払日、支払金額を記載のうえ、
取引に関係する証憑が揃っているかをチェックし、必ずエクセルで提出してください。

提出証憑の有無をチェックし、チェック欄には、
通し番号を振って、必ず証憑に手書きで同じ
番号を記入してください。
複数ある場合は枝番をつけてください。

提出証憑が、不足している場合は、
購入業者から取り寄せてください。

すべての支払経費を記載してください。
細目、内容（品名や型番、サービス）、支払先、
支払日、支払金額をもれなく記載してください。

ひとつの支払先に複数の細目が含まれている場合は
細目ごとに分けて記載してください。

支払対象となる証憑名を
確認してください。
記載のない証憑について
は、「他」の枠に記載して
ください。



18©2023 JMA Consultants Inc.

3-④ .取引に関して提出が必要な証憑類

対象経費にかかるすべてのものが必要です。
③に記載した、取引を証明する調達先との書類一式のコピーを添付してください。
用紙が小さい場合は、複数の証憑を1枚にまとめ、コピーしてください。
証憑は必ず時系列・番号順に並べ、クリップ留めにして、事務センターに提出してください。

※振込記録には、支払先や費目の情報がわかるように明記してください。
※インターネット購入品の注文書、請書は、注文確定メールで可。申立書は不要。

行為 (1)建物費

(2)機械装置、システム構築費
(4)運搬費
(5)広告宣伝・販売促進費
(7)委託費

(3)技術導入費
(6)研修費

H　工事注文書

I　工事請負契約書

J　施行前　図面 O　機械装置　設置前・後写真 R　技術導入の説明資料

K　施行前　写真 P　導入されたシステムの入力画面 S　技術導入の証明資料

L　施行後　図面 Q　購入物品の写真 V　研修プログラム

M　施行後　写真 T　広告宣伝配布資料　等 W　テキストサンプル

U　構築WEBサイト印刷（要アドレス記載） X　参加証または受講票

検収 N　検収書または工事完了検査済証 X　参加証または受講票

他 Y　その他（専門家の指導日一覧・議事録・交通経費等）

見積選定

A　見積書（全費目共通）

B　相見積り（全費目共通）

C　申立書（全費目共通）

D　選定理由書（全費目共通）

実施証明

F　請求書(納品明細がわかること）　（全費目共通）

契約合意
・
発注

E　契約書・注文書・発注書のうちいずれか（全費目共通）

G　領収書　または　振込記録（全費目共通）
請求支払
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3-④ .取引に関して提出が必要な証憑類

D 選定理由書について

・選定理由は、最低価格であるかどうかが最優先されます。

・最低価格でない業者を選定し、発注した場合は、以下のような理由が明記されている必要が
あります。

どうしてもその業者でないと発注・納品が難しい（納入力、技術力、知見等）

（例）ショッピングセンターのテナントとして入居するため、ショッピングセンターの
運営会社から工事業者を指定されている など

応募時に選定理由書を提出していない場合、もしくは、新しく見積もりを取り直し、
発注先の変更や選定理由が変わった場合は、改めて作成のうえ再提出してください。

■選定理由が明確でなく、最低価格でない随意契約をしていると判断された場合は、
補助金支払の対象とならないことがありますので、ご注意ください。
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別記様式第８号（第 12の５関係） 

 

財  産  管  理  台  帳 

 

株式会社日本能率協会コンサルティング 

代表取締役社長 小澤 勇夫 行 

事業実施主体  住  所 

                                       名  称 

                                       代表者名 

事業実施年度 令和４年度補正 外食産業事業継続緊急支援対策事業 

細目 財産名 
型式、 

規格等 

施工場所 

又  は 

設置場所 

数量 単価 金額 
取得年月

日 

耐用 

年数 

処分制限 

年月日 
摘要 

           

           

           

           

合 計 
          

 

（注）１ 処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。 

   ２ 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。 

   ３ 摘要欄には、譲渡先、交換先、貸し付け先及び抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。 

   ４ この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。 

3-⑤ .財産管理台帳

今回の事業で補助金で導入した資産（建物、設備、備品等）を、記載してください。
単価が50万円以上の資産を、すべて記載してください。

次ページの説明にある、建物や設備、
備品に貼付するシールの通し管理
番号を記載してください。

■取得価格50万円未満の財産については財産管理台帳への記載提出は求めませんが、
取得財産については、その価格によらず、善良な管理者の注意をもって管理し、
補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図ってください。
■後日、会計検査院等からの現地確認があった場合も、取得財産について示せるように
管理してください。

単価50万円以上の資産、備品等については、台帳に記載し提出してください。
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R4補正 外食産業事業継続緊急支援対策事業
建-１（自社の管理番号）

※R4補正 外食産業事業継続緊急支援対策事業の目的外の使用禁止

R4補正 外食産業事業継続緊急支援対策事業
機-3（自社の管理番号）

※R4補正 外食産業事業継続緊急支援対策事業の目的外の使用禁止

（注）建物、設備・備品等へのシールの貼付について①

補助金で購入導入した管理資産類には、シールを添付してください。
単価50万円以上の建物、機械・システム、備品には、必ず添付してください。

※補助事業で取得した物件は、補助事業の目的・範囲で使用しなければなりません。
そのため、物件等を他の設備と明確に区分（見える位置にシール等で表示）し、補助事業の
以外の目的に使用しないようにしてください。
補助事業と無関係の用途に使用された場合、補助金の返納や罰則の対象となります。
補助対象物件には、防水シール等で、「R4補正 外食産業事業継続緊急支援対策事業」の
表示を行い、表示していることが確認できる写真を提出してください。

<<シールのイメージ>>

※例えば、機械装置を3台購入する場合は、機-1、機-2、機-3のように通番を振り、財産
管理台帳（別記様式第８号（第12の５関係））に記載する自社管理番号を記してください。
建物の建設や改修工事についても、営業上支障のない部分に、建-1、建-2などのシール
を貼付してください。
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（注）建物、設備・備品等へのシールの貼付について➁

■シールを貼る場所
・営業上支障ない場所 ＝ 看板や販促部分、料理提供等の支障にならない場所。
・建物への貼付場所は、通常は屋内です。
・カウンターの下奥や設備の裏側など、探さないとまったく見えない場所ではなく、そのもの
が補助金で導入されたことが一目でわかる場所に貼付してください。
・ホームページ等については、サイトの一部に同様の表記を記載してください。

■シールの素材
・印刷シールやプラスチックシート等で準備、貼付してください（手書きは不可）。
・風雨・経年劣化や、水濡れ、熱、蒸気等で、風化、色あせ、浸食などの影響を受けないシール
素材を用いてください。

■シールの大きさ
・5m以上の距離を置いても記載内容が一目で識別できるよう、目安として最低横幅
10cm以上のシールを作成してください。
・小さい設備等へのシールの下限や目安のサイズ等は、上記のシールサイズが極端に大きい
場合に限り、目安として最低横幅5cm程度以上のシールを貼付ください。
・経年で文字がかすれたり、消えたりする可能性があるものについては、処分制限期間は
確実に記載内容が見えるよう、上から透明のシールを貼るなど、工夫してください。

※補助金で購入した物品の処分制限期間
インターネットで「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」で検索、確認してください。
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3-⑥ .振込先口座情報連絡書（JMAC様式）

補助金をお支払いするための口座情報を正しく記載し、提出してください。
※通帳等を確認し、口座情報に誤りがないようにご注意ください。
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3-⑦ .消費税仕入控除税額報告書

令和7年（2025年）4-5月頃に提出いただきます。
提出については、改めてアナウンスをいたします。

事業完了報告時の提出は不要です。
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4-①.その他注意事項
完了報告に関する注意事項

期限までに報告がなかった事業は、補助金の支払を行いません。
必ず、期限までに提出してください。

【報告資料の最終提出期限】

令和6年（2024年）2月15日(木) 17:00必着
※書類不備による再提出等も想定されますので、可能な限り早めにご提出ください。

①マイページへの報告資料PDFアップロード（事務センター送付資料と同じもの）
※ファイル名は、必ず、受付番号 書類名（事業者名） としてマイページにアップ
（例）0322 実施結果報告書（有限会社〇△□）.xlsx

※支払経費一覧は、エクセルファイルで提出してください。

➁事務センターへの報告資料の送付
〒487-0011 愛知県春日井市中央台2-4-1 NTT高蔵寺ビル2F

R4補正 外食産業事業成長支援補助金 事務局 あて

③お問合せ先
ナビダイヤル : 0570-067766 （受付時間：平日 9:00～17:00）
mail : info@jmac-r4h-eat.jp

mailto:info@jmac-r4h-eat.jp
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4-➁.その他注意事項
ポイント還元される購入の場合の減算方法

補助金で導入する備品や商品を、現金やカードで購入し、支払に対してポイントが還元される
方法の購入費用は補助対象となりません。
ポイントが還元されない方法で購入し、必ず支払証憑となる領収書を入手してください。

今までに貯めたポイントで購入した場合
⇒補助金対象外となります。

購入品について、ポイントが加算される方法で購入した場合
⇒付与されたポイントは、今後の利用可能性の有無に限らず、実質的な値引きとしての扱い
となります。 差し引いた額で、報告してください。

※1ポイントの現金への還元率は、サービスによって異なるので確認のこと。
※ポイントの加算額と減算額がわかるような計算式や表などを資料として提出すること。
※必ず税抜の額で計算し、減算してください。

(例) 300,000円(税抜)の購入で、30,000円ポイントが付与された。
還元率は、1ポイント=1円であった。

⇒購入時に支払った額

⇒実際に報告・精算する額

後日、会計検査院の会計監査によって発覚した場合は、
補助金返納の扱いとなりますのでご注意ください。
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4-③.その他注意事項
補助金で導入した対象品の目的外利用の禁止

実施規程を再掲

第12 財産の管理等

１ 事業実施者は、補助対象経費（本事業を他の団体に実施させた場合における対応経費を含
む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、本事業
の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その
効率的運用を図らなければならない。

２ 取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれるときは、その収入の
全部又は一部を事務局に納付させることがある。

３ 本事業により取得し又は効用の増加した財産のうち不動産及びその従物並びに１件当たり
の取得価格50万円以上のものについて、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40
年大蔵省令第15号。以下「大蔵省令」という。）に定められている耐用年数に相当する期間（た
だし、大蔵省令に期間の定めがない財産については期間の定めなく。）においては、事務局の
承認を受けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に
供してはならない。
※事務局の承認 ＝ 農林水産省の承認

処分制限期間＝実施規程第1２の３のとおり、減価償
却資産の耐用年数等に関する省令に基づき定められ
たものです。個別の費目ごとに確認をお願いします。

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和四十
年大蔵省令第十五号）でネット検索してください。
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4-④.その他注意事項
計画変更に関する注意点

●変更等承認申請書の提出
以下の場合は、必ず変更等承認申請書を提出のうえ、事務局の事前承認を受けてください。

事業内容の変更がある
うち 事業の追加、中止（一定期間の事業停止）、または廃止（取り下げ）を行う。
うち 成果目標の変更を伴う（影響を与える）、事業内容の変更を行う。
うち 事業費または国庫補助金の30％を超える減の変更を行う

上記に該当しない変更は、軽微の変更となり、変更等承認申請書の提出は不要です。
実態にあわせ事業完了報告時に詳細の報告をしてください。

【注意】
・30%に満たない事業費、または国庫補助金の減額であっても、計画にある取り組み
（細目に計上されたもの）を、勝手に数量を減らしたり、取りやめることはできません。

・ 事業費に減額が生じたとしても、交付決定時に計画されていない物品の追加購入や
台数の増加は認められません。（補助対象外です） 自己負担にて進めてください。

・ 計画と異なる設備の購入（型番変更や仕様変更）については、認められないことがあります。
納得性のある理由とともに、事務局に申請書提出の要否を確認してください。

・ 補助金の上限は、変更等承認申請が承認された時点で減額されることがあります。
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4-⑤.その他注意事項
事業完了日の遅延に関する注意点

●遅延届出書の提出
交付申請書（または変更等承認申請書）の完了予定年月日から、事業完了報告の日付が
確実に遅延する場合は、必ず遅延届出書を提出のうえ、事務局の事前承認を受けてください。

・ 個別の細かな遅延や遅延につながりそうな兆しが把握できた場合は、月次の進捗報告書に
記載し、必要により事務局の指示を受けてください。

※事業完了日に影響のない遅延（部分的な納期・工事変更や、遅延の可能性のある前情報
での提出は不要です。 確実に、事業完了日が遅延する場合にのみ提出してください。

・ 遅延届出書で見直しを完了予定日について、 事業期限の令和6年2月15日を超え、
2月16日以降にすることは認められません。

【注意】
・事業完了日が、令和6年2月15日を超える場合は、事業完了とみなされず、補助金の
支払いができません。
共同事業者および発注先へ、早めの発注・調整のうえ、事業期間内に完了させるよう
推進してください。

・事業完了とは、建物や設備工事の完了、設備やシステム納品、検収、研修受講、広告宣伝の実施
請求、支払、および報告書類、経費支払証憑を揃えて、事務局への報告を完了することです。
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5. 動画撮影協力のお願い

この事業の目的として、採択事業の事例を、モデルとして世の中に啓もうする必要
があります。

今回の事業者の中から、モデルとなりうる事業内容について、JMACにて選定を行
い、後日、動画撮影と配信を行います。

動画撮影(報告内容の共有)協力までが、事業完了報告の範囲となりますので、
原則、撮影の拒否はできません。（個別事情がある場合は、ご相談ください。）
ご協力をお願いします。

対象とする事業者の方へは、別途個別にご連絡させていただきます。

・ 撮影対象 農林水産省およびJMACがモデル選定した事業者

・ 撮影時期 令和5年（202３年）1１月-令和6年（２０２４年）3月

・ 動画配信 令和6年（202４年）4月以降

※配信動画については、一般に公開しますので、どなたでも視聴できます。



株式会社日本能率協会コンサルティング
R4補正 外食産業事業成長支援補助金 事務局

計画的な事業の推進と
期限までの報告完了をお願いします。


